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Ⅰ．公会計制度による財務書類４表 Ⅰ．公会計制度による財務書類４表 Ⅰ．公会計制度による財務書類４表 Ⅰ．公会計制度による財務書類４表 

１．統一モデルについて １．統一モデルについて １．統一モデルについて １．統一モデルについて 

統一モデルは、開始貸借対照表を固定資産台帳などに基づき作成し、現金取引の情報だけで

なく、ストック・フロー情報を網羅的に公正価値により把握した上で、個々の取引情報を発生

主義により複式記帳して作成することを前提としたモデルです。総務省は、平成 27 年１月に

「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」を示し、平成 29 年度までにすべての

自治体において「統一モデル」による財務書類等を作成することを要請しています。これを受

け、東埼玉資源環境組合では統一モデルによる財務書類を作成しました。 

発生主義とは、費用・収益の認識を現金収支にかかわらず、その取引および事象が発生した

時点で認識する方法です。複式簿記とは、取引を原因と結果に分けて二面的に記録していく方

法であり、貸借平均の原理により、自己検証機能を有するとともに、フローである歳入・歳出

の記録とストックである資産・負債の変動の記録を同時に記録することができるので、財務書

類の数値から元帳、伝票に遡って検証することが可能です。 

また、決算情報（決算分析のための情報）の作成・開示のみならず、事業や公共施設などの

マネジメントの促進をも可能にする勘定科目体系を備えています。 

 

２．作成基準日 ２．作成基準日 ２．作成基準日 ２．作成基準日 

財務書類の作成基準日は、会計年度の最終日である平成31年(2019年)3月31日を基準日と

して作成しています。平成31年4月1日から令和元年5月31日までの出納整理期間の収支に

ついては、基準日までに収入・支出があったものとして取り扱っています。 
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３．財務書類４表について ３．財務書類４表について ３．財務書類４表について ３．財務書類４表について 

財務書類４表とは、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の

４つの財務書類をいいます。 

①貸借対照表【ＢＳ：Balance Sheet】 ①貸借対照表【ＢＳ：Balance Sheet】 ①貸借対照表【ＢＳ：Balance Sheet】 ①貸借対照表【ＢＳ：Balance Sheet】 

貸借対照表は、基準日における財政状態を明らかにするもので、資産、負債、純資産の3つ

の要素から構成されています。左側に組合の運営に必要な「資産」が、また、右側にそれらを

築くための借入金などで将来の世代が返済することになる「負債」および国・県などからの補

助金、今までの世代が負担した組合市町からの分担金など、返済の必要がない「純資産」が記

載されています。 

 

Ａ 資産 

（所有財産や権利で、将来世代が享受するであろう便

益） 

Ⅰ．固定資産 

  ａ．有形固定資産 

①事業用資産 

ごみ処理施設、汚泥再生処理センターなどの土

地、建物およびそれに付随する資産 

②インフラ資産 

道路・公園・下水道など売却できないとされた資

産 

③物品（プラント設備なども含む） 

  ｂ．無形固定資産 

C．投資その他の資産 

出資金、積立金など長期に保有するもの 

Ⅱ．流動資産 

現金および 3 カ月以内の短期投資など 

 

Ｂ 負債 （将来世代が負うことになる借金などの負担） 

Ⅰ．固定負債 

ａ．地方債 

発行した公債のうち、償還期限が 1 年を超えるもの 

ｂ．退職手当引当金 

年度末に全職員が退職した場合に支払うべき金額 

ｃ．その他 

１年を超えて支払いや返済を予定している債務 

Ⅱ．流動負債 

ａ．1 年内償還予定地方債 

発行した公債のうち、翌年度償還を予定しているもの 

ｂ．賞与等引当金 

翌期に支払う賞与に備えて、見積計上した金額 

c．その他 

１年以内に支払や返済を予定している債務 

 

 Ｃ 純資産【Ａ－Ｂ】 

（現在までの世代が負担した金額で、返済の必要がない正

味の資産） 

Ⅰ．固定資産等形成分 

資産形成のために充当した資源の蓄積 

Ⅱ．余剰分（不足分） 

地方公共団体の費消可能な資源の蓄積 

資   産   合   計 負 債 ・ 純 資 産 合 計 
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②②②②行政コスト計算書【ＰＬ：Profit and Loss statement】 行政コスト計算書【ＰＬ：Profit and Loss statement】 行政コスト計算書【ＰＬ：Profit and Loss statement】 行政コスト計算書【ＰＬ：Profit and Loss statement】 

行政コスト計算書は、会計期間中の業績、つまり、１年間の廃棄物処理事業に費やされたコ

スト（費用）と収益の取引高を明らかにするものです。現行会計では捕捉できなかった減価償

却費など現金を伴わないコストについても計上しています。 

 

Ａ 経常費用【Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ】 

Ⅰ．人件費 

職員の給与・議員報酬・退職手当負担金など 

Ⅱ．物件費等 

物品購入・光熱水費・施設などの維持補修費・減価償却費など 

Ⅲ．移転費用 

社会保障給付費・各種団体への負担金など 

Ⅳ．その他のコスト 

地方債の利子、徴収不能引当金繰入額など 

Ｂ 経常収益 

ごみ処理手数料および電力売払代金等保有資産から発生する収益など 

Ｃ 純経常行政コスト【Ａ－Ｂ】 

経常費用から経常収益を差し引いて計算をする、通常活動により経常的に生ずる行政コスト 
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③③③③純資産変動計算書【ＮＷ：Net Worth statement】 純資産変動計算書【ＮＷ：Net Worth statement】 純資産変動計算書【ＮＷ：Net Worth statement】 純資産変動計算書【ＮＷ：Net Worth statement】 

 純資産変動計算書は、会計期間中の貸借対照表の純資産の変動およびその内部構成の変動

（その他の純資産減少原因・財源およびその他の純資産増加原因の取引高）を明らかにするも

のです。すなわち貸借対照表の純資産の期首と期末の残高と期中の増加および減少、それぞれ

の額を表しています。 

 

Ａ 前年度末純資産残高 

Ｂ 本年分純資産変動額【Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ＋Ⅴ＋Ⅵ】 

Ⅰ．純行政コスト 

純行政コストへの財源措置 

Ⅱ．財源【ａ＋ｂ】 

ａ．税収等（分担金） 

組合市町からの分担金 

ｂ．国県等補助金 

国庫支出金 

Ⅲ．固定資産等の変動（内部変動） 

ａ．有形固定資産の増加・減少 

有形・無形固定資産の購入、売却、減価償却、除却など 

ｂ．貸付金・基金の増加・減少 

貸付金の貸付け、回収・基金の増加、取崩など 

Ⅳ．資産評価差額 

有価証券などの評価差額 

Ⅴ．無償所管換等 

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など 

Ⅵ．その他 

上記以外の純資産および内部構成の変動 

Ｃ 本年度末純資産残高【Ａ＋Ｂ】 
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④④④④資金収支計算書【ＣＦ：Cash Flow statemnet】 資金収支計算書【ＣＦ：Cash Flow statemnet】 資金収支計算書【ＣＦ：Cash Flow statemnet】 資金収支計算書【ＣＦ：Cash Flow statemnet】 

 資金収支計算書は、会計期間中の資金収支の状態、すなわち資金の利用状況および資金の獲

得能力を明らかにするものです。期首と期末の残高と期中の増加および減少、それぞれの額を

表しています。現行の現金主義会計の決算書に近い書類になります。 

 

Ａ 本年度資金収支額（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 

Ⅰ．業務活動収支（ｂ＋ｄ－ａ－ｃ） 

 ａ．業務支出 

業務費用支出…人件費・物件費等・支払利息など 

移転費用支出…補助金等支出・社会保障給付支出など 

 ｂ．業務収入 

ごみ処理手数料など 

 ｃ．臨時支出 

 ｄ．臨時収入 

Ⅱ．投資活動収支（ｂ－ａ） 

ａ．投資活動支出 

公共施設等整備費支出・基金の積立など 

ｂ．投資活動収入 

基金の取崩し・資産の売却など 

Ⅲ．財務活動収支（ｂ－ａ） 

ａ．財務活動支出 

地方債の返済など 

  b．財務活動収入 

地方債の発行収入など 

Ｂ 前年度末資金残高 

Ｃ 本年度末資金残高（Ａ＋Ｂ） 
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４．４．４．４．財務書類４表の相関関係 財務書類４表の相関関係 財務書類４表の相関関係 財務書類４表の相関関係 

 ４つの財務書類の関連性には次の３つポイントがあり、その相関関係は図のようになります。 

①  貸借対照表【ＢＳ】の現金預金は資金収支計算書【ＣＦ】の本年度末残高に本年度末歳計

外現金残高を足したものと対応します。 

  貸借対照表上の現金預金とは、決算日時点での現金(手許現金および要求払預金)および現

金同等物から構成され、資金収支計算書で示される本年度末残高に本年度末歳計外現金残高

を足したものと対応します。資金収支計算書は現金預金（歳計外現金を除く。）の期中の動き

を表しており、貸借対照表の現金預金の明細表といえます。 

 

② 行政コスト計算書【ＰＬ】の純行政コストは純資産変動計算書【ＮＷ】の純行政コストと

対応します。 

  行政コスト計算書の純行政コストは何らかの財源が充てられたものであり、その財源は純

資産変動計算書に計上されています。したがって、純資産変動計算書における当期変動高の

財源の使途のうち、純行政コストへの財源措置の金額と対応します。 

 

③ 貸借対照表【ＢＳ】の純資産は純資産変動計算書【ＮＷ】の本年度末残高と対応します。 

  貸借対照表の純資産は資産と負債の差額として示され、純資産変動計算書の本年度末残高

と対応します。純資産変動計算書は純資産の期中の増減を表しており、貸借対照表の純資産

の部の明細表といえます。 

 

―財務書類４表構成の相互関係― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳計外現金残高を足し

たものと対応します。 

・貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純資産変動計算書の期末残高

と対応します。 

・行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

  

行政コスト

計算書

純資産変動

計算書

資金収支計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

臨時利益

固定資産等

の変動

前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

+本年度末歳計

外現金残高

貸借対照表

うち

現金

預金
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Ⅱ．財務書類４表 Ⅱ．財務書類４表 Ⅱ．財務書類４表 Ⅱ．財務書類４表 
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【様式第1号】【様式第1号】【様式第1号】【様式第1号】

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額科目名 金額 科目名 金額科目名 金額 科目名 金額科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産
42,565,374,164

  固定負債
10,549,282,981

    有形固定資産
35,142,374,164

    地方債
10,070,545,862

      事業用資産
21,832,268,633

    長期未払金
-

        土地
6,496,931,111

    退職手当引当金
478,737,119

        立木竹
-

    損失補償等引当金
-

        建物
25,815,596,726

    その他
-

        建物減価償却累計額
-10,480,259,204

  流動負債
1,079,572,746

        工作物
-

    １年内償還予定地方債
1,029,834,980

        工作物減価償却累計額
-

    未払金
-

        船舶
-

    未払費用
-

        船舶減価償却累計額
-

    前受金
-

        浮標等
-

    前受収益
-

        浮標等減価償却累計額
-

    賞与等引当金
35,230,736

        航空機
-

    預り金
14,507,030

        航空機減価償却累計額
-

    その他
-

        その他
-

負債合計
11,628,855,727

        その他減価償却累計額
-

【純資産の部】

        建設仮勘定
-

  固定資産等形成分
42,565,374,164

      インフラ資産
-

  余剰分（不足分）
-11,441,671,395

        土地
-

        建物
-

        建物減価償却累計額
-

        工作物
-

        工作物減価償却累計額
-

        その他
-

        その他減価償却累計額
-

        建設仮勘定
-

      物品
40,021,228,972

      物品減価償却累計額
-26,711,123,441

    無形固定資産
-

      ソフトウェア
-

      その他
-

    投資その他の資産
7,423,000,000

      投資及び出資金
-

        有価証券
-

        出資金
-

        その他
-

      投資損失引当金
-

      長期延滞債権
-

      長期貸付金
-

      基金
7,423,000,000

        減債基金
-

        その他
7,423,000,000

      その他
-

      徴収不能引当金
-

  流動資産
187,184,332

    現金預金
187,184,332

    未収金
-

    短期貸付金
-

    基金
-

      財政調整基金
-

      減債基金
-

    棚卸資産
-

    その他
-

    徴収不能引当金
-

純資産合計
31,123,702,769

資産合計
42,752,558,496

負債及び純資産合計
42,752,558,496

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

（平成31年(2019年)3月31日現在）
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【様式第2号】【様式第2号】【様式第2号】【様式第2号】

（単位：円）

行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書

自　平成30年(2018年)4月1日

至　平成31年(2019年)3月31日

科目名 金額科目名 金額科目名 金額科目名 金額

  経常費用

5,345,123,182

    業務費用

5,057,993,556

      人件費

441,615,929

        職員給与費

394,793,199

        賞与等引当金繰入額

35,230,736

        退職手当引当金繰入額

-

        その他

11,591,994

      物件費等

4,572,885,446

        物件費

2,027,683,447

        維持補修費

1,104,672,432

        減価償却費

1,439,952,255

        その他

577,312

      その他の業務費用

43,492,181

        支払利息

37,655,161

        徴収不能引当金繰入額

-

        その他

5,837,020

    移転費用

287,129,626

      補助金等

285,012,526

      社会保障給付

-

      他会計への繰出金

-

      その他

2,117,100

  経常収益

2,296,510,107

    使用料及び手数料

1,482,156,690

    その他

814,353,417

純経常行政コスト

3,048,613,075

  臨時損失

46,450,128

    災害復旧事業費

-

    資産除売却損

46,450,128

    投資損失引当金繰入額

-

    損失補償等引当金繰入額

-

    その他

-

純行政コスト

3,095,063,203

    その他

-

  臨時利益

-

    資産売却益

-
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【様式第3号】【様式第3号】【様式第3号】【様式第3号】

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高
32,251,496,738 43,386,140,745 -11,134,644,007

  純行政コスト（△）
-3,095,063,203 -3,095,063,203

  財源
3,225,421,160 3,225,421,160

    税収等
2,964,000,000 2,964,000,000

    国県等補助金
261,421,160 261,421,160

  本年度差額
130,357,957 130,357,957

  固定資産等の変動（内部変動）
437,385,345 -437,385,345

    有形固定資産等の増加
5,973,392,728 -5,973,392,728

    有形固定資産等の減少
-5,206,007,383 5,206,007,383

    貸付金・基金等の増加
12,000,000 -12,000,000

    貸付金・基金等の減少
-342,000,000 342,000,000

  資産評価差額
-1,258,151,926 -1,258,151,926

  無償所管換等
- -

  その他
- - -

  本年度純資産変動額
-1,127,793,969 -820,766,581 -307,027,388

本年度末純資産残高
31,123,702,769 42,565,374,164 -11,441,671,395

純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書

自　平成30年(2018年)4月1日

至　平成31年(2019年)3月31日
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【様式第4号】【様式第4号】【様式第4号】【様式第4号】

（単位：円）

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書

自　平成30年(2018年)4月1日

至　平成31年(2019年)3月31日

科目名 金額科目名 金額科目名 金額科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出

3,905,145,075

    業務費用支出

3,618,015,449

      人件費支出

441,590,077

      物件費等支出

3,138,770,211

      支払利息支出

37,655,161

      その他の支出

-

    移転費用支出

287,129,626

      補助金等支出

285,012,526

      社会保障給付支出

-

      他会計への繰出支出

-

      その他の支出

2,117,100

  業務収入

5,223,648,509

    税収等収入

2,964,000,000

    国県等補助金収入

272,160

    使用料及び手数料収入

1,482,156,690

    その他の収入

777,219,659

  臨時支出

-

    災害復旧事業費支出

-

    その他の支出

-

  臨時収入

-

業務活動収支

1,318,503,434

【投資活動収支】

  投資活動支出

2,265,787,728

    公共施設等整備費支出

2,253,787,728

    基金積立金支出

12,000,000

    投資及び出資金支出

-

    貸付金支出

-

    その他の支出

-

  投資活動収入

603,149,000

    国県等補助金収入

261,149,000

    基金取崩収入

342,000,000

    貸付金元金回収収入

-

    資産売却収入

-

    その他の収入

-

投資活動収支

-1,662,638,728

【財務活動収支】

  財務活動支出

913,669,324

    地方債償還支出

913,669,324

    その他の支出

-

  財務活動収入

1,208,000,000

    地方債発行収入

1,208,000,000

前年度末歳計外現金残高

13,456,985

本年度歳計外現金増減額

1,050,045

本年度末歳計外現金残高

14,507,030

本年度末現金預金残高

187,184,332

    その他の収入

-

財務活動収支

294,330,676

本年度資金収支額

-49,804,618

前年度末資金残高

222,481,920

本年度末資金残高

172,677,302
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【財務書類における注記】 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

 ① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア．昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

イ．昭和 60 年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

     取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 

（２） 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物     24 年～50 年  

建物付属設備  8 年～50 年  

機械器具    3 年～38 年 

物品      4 年～15 年  

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法 

 

（３）引当金の計上基準及び算定方法 

  ・賞与引当金 

   翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当及び法定福利費のうち、全支給対象期間に対

する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。 

  ・退職給付引当金 

   退職手当債務から、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職

手当として支給された額の総額を控除した額を加算した額を計上しています。 

※持分相当額がマイナスであるため。 

 

（４）リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
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（５）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3 ヶ月以内の短期投資等）を資金

の範囲としております。 

   このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の

受払いも含んでおります。 

 

（６）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

・消費税等の会計処理 

  税込方式によっております。  

 

２．重要な会計方針の変更等 

   該当なし。 

 

３．重要な後発事象  

   概要なし。 

 

４．偶発債務 

   該当なし。 

 

５．追加情報 

（１）対象範囲（対象とする会計）  

  一般会計 

  ※埼玉県市町村総合事務組合は、みなし連結により対応しております。 

 

（２）出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）

及び出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の

計数としている旨、財務書類の作成基準日は、会計年度末（3 月 31 日）ですが、出納

整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてお

ります。 

 （地方自治法 235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の 5 月 31 日をもって閉

鎖する。」） 

 

（３）表示単位未満の金額は四捨五入することとしているため、合計額等の金額が一致しな

い場合があります。 
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（単位：千円）

区分区分区分区分

前年度末残高 前年度末残高 前年度末残高 前年度末残高 

(A)(A)(A)(A)

本年度増加額 本年度増加額 本年度増加額 本年度増加額 

(B)(B)(B)(B)

本年度減少額 本年度減少額 本年度減少額 本年度減少額 

(C)(C)(C)(C)

本年度末残高 本年度末残高 本年度末残高 本年度末残高 

(A)+(B)-(C) (A)+(B)-(C) (A)+(B)-(C) (A)+(B)-(C) 

(D)(D)(D)(D)

本年度末 本年度末 本年度末 本年度末 

減価償却累計額 減価償却累計額 減価償却累計額 減価償却累計額 

(E)(E)(E)(E)

本年度減価償却額 本年度減価償却額 本年度減価償却額 本年度減価償却額 

(F)(F)(F)(F)

差引本年度末残高 差引本年度末残高 差引本年度末残高 差引本年度末残高 

(D)-(E) (D)-(E) (D)-(E) (D)-(E) 

(G)(G)(G)(G)

事業用資産 32,944,023 - 631,495 32,312,528 10,480,259 645,215 21,832,269

　土地 6,496,931 - - 6,496,931 - - 6,496,931

　立木竹 - - - - - - -

　建物 22,618,496 - 631,495 21,987,001 8,968,004 513,795 13,018,997

　建物付属設備 3,828,596 - - 3,828,596 1,512,255 131,419 2,316,341

　工作物 - - - - - - -

　船舶 - - - - - - -

　浮標等 - - - - - - -

　航空機 - - - - - - -

　その他の有形固定資産 - - - - - - -

　建設仮勘定 - - - - - - -

物品 39,643,849 2,253,788 1,876,408 40,021,229 26,711,123 794,738 13,310,106

　機械器具 39,457,881 2,241,042 1,874,958 39,823,965 26,578,391 780,797 13,245,574

　物品 185,968 12,746 1,450 197,264 132,733 13,940 64,531

　美術品 - - - - - - -

合計 72,587,872 2,253,788 2,507,903 72,333,757 37,191,383 1,439,952 35,142,374

有形固定資産の明細有形固定資産の明細有形固定資産の明細有形固定資産の明細

（単位：千円）

区分区分区分区分

生活インフラ・ 生活インフラ・ 生活インフラ・ 生活インフラ・ 

国土保全国土保全国土保全国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 - - - 21,832,269 - - - 21,832,269

　土地 - - - 6,496,931 - - - 6,496,931

　立木竹 - - - - - - - -

　建物 - - - 13,018,997 - - - 13,018,997

　建物付属設備 - - - 2,316,341 - - - 2,316,341

　工作物 - - - - - - - -

　船舶 - - - - - - - -

　浮標等 - - - - - - - -

　航空機 - - - - - - - -

　その他の有形固定資産 - - - - - - - -

　建設仮勘定 - - - - - - - -

物品 - - - 13,310,106 - - - 13,310,106

　機械器具 - - - 13,245,574 - - - 13,245,574

　物品 - - - 64,531 - - - 64,531

　美術品 - - - - - - - -

合計 - - - 35,142,374 - - - 35,142,374

有形固定資産に係る行政目的別の明細有形固定資産に係る行政目的別の明細有形固定資産に係る行政目的別の明細有形固定資産に係る行政目的別の明細

基金の明細基金の明細基金の明細基金の明細

(単位：千円)

種類 現金預金 有価証券 土地 その他

合計 

(貸借対照表計上額)

(参考)財産に関する 

調書記載額

廃棄物処理施設整備基金 7,423,000 7,423,000

合計 7,423,000 0 0 0 7,423,000
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地方債等（借入先別）の明細地方債等（借入先別）の明細地方債等（借入先別）の明細地方債等（借入先別）の明細

(単位：千円)

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

　一般公共事業

　公営住宅建設

　災害復旧

　教育・福祉施設 11,100,381 1,029,835 3,072,443 0 5,393,572 2,634,366

　一般単独事業

　その他

【特別分】

　臨時財政対策債

　減税補てん債

　退職手当債

　その他

　合計 11,100,381 1,029,835 3,072,443 0 5,393,572 2,634,366 0 0 0 0

地方公募債 その他種類 地方債等残高 政府資金

地方公共団体 

金融機構

市中銀行

その他の 

金融機関

地方債等（利率別）の明細地方債等（利率別）の明細地方債等（利率別）の明細地方債等（利率別）の明細

(単位：千円)

地方債等残高 1.5%以下

1.5%超 

2.0%以下

2.0%超 

2.5%以下

2.5%超 

3.0%以下

3.0%超 

3.5%以下

3.5%超 

4.0%以下

4.0%超

(参考) 

加重平均 

利率

11,100,381 11,100,381 0 0 0 0 0 0 0.3%

地方債等（返済期間別）の明細地方債等（返済期間別）の明細地方債等（返済期間別）の明細地方債等（返済期間別）の明細

(単位：千円)

地方債等残高 1年以内

1年超 

2年以内

2年超 

3年以内

3年超 

4年以内

4年超 

5年以内

5年超 

10年以内

10年超 

15年以内

15年超 

20年以内

20年超

11,100,381 1,029,835 1,122,290 1,057,165 1,043,960 1,026,417 4,488,841 1,331,873 0 0

特定の契約情報が付された地方債等の概要特定の契約情報が付された地方債等の概要特定の契約情報が付された地方債等の概要特定の契約情報が付された地方債等の概要

特定の契約条項が 

付された地方債等残高

契約条項の概要

なし
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引当金の明細引当金の明細引当金の明細引当金の明細

(単位：円)

目的使用 その他

賞与等引当金 35,204,884 35,230,736 35,204,884 35,230,736

退職手当引当金 515,870,877 - 37,133,758 478,737,119

合計 551,075,761 35,230,736 35,204,884 37,133,758 513,967,855

区分 前年度末残高 本年度増加額

本年度減少額

本年度末残高

財源の明細財源の明細財源の明細財源の明細

(単位：千円)

会計 区分 金額

2,964,000

2,964,000

国庫支出金 252,327

計 252,327

国庫支出金 9,094

計 9,094

261,421

3,225,421

財源の内容

一般会計

税収等

分担金及び負担金

小計

国県等補助金

資本的 

補助金

経常的 

補助金

小計

合計

補助金等の明細補助金等の明細補助金等の明細補助金等の明細

(単位：円)

区分 名称 相手先 金額 支出目的

第一工場基幹設備大規模改修工事に伴う周辺環境整備負担金 越谷市 129,425,040 第一工場基幹設備大規模改修工事に伴う周辺環境整備負担金

第二工場汚泥再生処理センター周辺環境整備負担金 八潮市 80,765,640 第二工場汚泥再生処理センター建設に伴う周辺環境整備工事の負担金

計 210,190,680

退職手当負担金 埼玉県市町村総合事務組合 34,501,896 職員の退職手当に係る負担金

揚水維持管理事業費負担金 増林土地改良区 9,000,000 第一工場周辺の地盤沈下対策に伴うパイプラインの維持管理及び周辺環境整備の負担金

環境保全協力金 対象自治体 4,475,700 焼却飛灰などを受入先に搬出するための地元自治体への負担金

地元連絡協議会負担金 地元連絡協議会 2,210,000 施設周辺の自治体による「地元連絡協議会」の運営に係る負担金

環境と情報の集い負担金 環境と情報の集い実行委員会 1,300,000 イベント「環境と情報の集い」の運営に係る負担金

その他 対象者 23,334,250 組合が加入する団体への年会費、職員の福利厚生に係る補助金、研修会参加費等

計 74,821,846

合計 285,012,526

他団体への公共施設等整備補助金等 

(所有外資産分)

その他の補助金等

純行政コスト純行政コスト純行政コスト純行政コスト 3,095,063 9,094 225,110 1,019,760 1,841,099

有形固定資産等の増加有形固定資産等の増加有形固定資産等の増加有形固定資産等の増加 5,973,393 252,327 982,890 1,018,570 3,719,606

貸付金・基金等の増加貸付金・基金等の増加貸付金・基金等の増加貸付金・基金等の増加 12,000 - - 12,000 -

その他その他その他その他 - - - - -

合計合計合計合計 9,080,456 261,421 1,208,000 2,050,330 5,560,705

財源情報の明細財源情報の明細財源情報の明細財源情報の明細

区分 金額区分 金額区分 金額区分 金額

内訳内訳内訳内訳

国県等補助金 地方債等 税収等 その他国県等補助金 地方債等 税収等 その他国県等補助金 地方債等 税収等 その他国県等補助金 地方債等 税収等 その他

資金の明細資金の明細資金の明細資金の明細

(単位：円)

種類 本年度末残高

現金 0

要求払預金 172,677,302

定期性預金 0

歳計外現金 14,507,030

合計 187,184,332
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